
　１　採用した会計処理及び表示の原則

当法人は｢新会計基準｣によって処理している。

　２　減価償却の方法
　

当法人は、定額法により減価償却を行っている。

　３　退職給与引当金の計上基準

当法人は、職員の退職金の支給に備えるため、独立行政法人福祉医療機構と

中小企業退職共済組合が主催する退職共済制度に加入しており、毎期規約に基づ

いた金額を支払っている。

又、当法人独自の退職金制度を行っており、掛金の内法人負担分を、資産計上

と同額を退職給与引当金に計上している。

　４　重要な会計方針の変更

本年度より「指導指針」から「新会計基準」に変更している。

　５　基本財産の増加

該当する事項はない。

　６　基本金及び国庫補助金等特別積立金の取崩

（１）　基本金の取崩額

該当する事項はない。

（２）　国庫補助金等の固定資産の除却の伴う取崩額

建物 該当する事項はない。

構築物 該当する事項はない。

車両運搬具 該当する事項はない。

器具及び備品 ２１円

　７　担保に供されて資産の種類及び金額

独立行政法人福祉医療機構からの設備資金借入金残高１６４，０００，０００円に

対して、当法人所有の以下の資産が担保の供されている

基本財産土地 １，７００，０００，０００円

基本財産建物 　　７３４，９４１，３５０円

　８　積立金の目的

　　　　　　　当法人は、以下の目的を持って積立金を設定している。

　　　　　   　（１）修繕積立金

将来の大規模修繕に備えて積み立てている。

計算書類に対する注記


